
事務連絡　
平成２２年４月１日　
各都道府県障害福祉主幹課(室)

　　移行時運営安定化事業担当者　殿

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

　　　　　　障害福祉課福祉サービス係
移行時運営安定化事業（従前額助成）の取扱いについて
　平素より、障害福祉行政にご尽力を賜り、厚く御礼申しあげます。
移行時運営安定化事業については、平成２１年１１月２日付事務連絡において事務処理要領をお示したところですが、事務処理要領８(４)の取扱いについて別紙のとおりQ＆Aを作成いたしました。
　各都道府県におかれては、移行時運営安定化事業について、市町村、関係機関等に対し、周知徹底を図るとともに、その取扱いに遺憾のないようお願いいたします。

別紙
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(答)

　事務処理要領８の(４)の取扱いについては、新体系への移行前月に事業所の責によらない事由により報酬が大幅に減額してしまった場合においては、報酬が減額する前の報酬水準を基準とした助成を行うこととしている。

　報酬が減額する前の報酬水準を基準とした助成を行うことができる基準として、移行前月の報酬が９割保障の適用を受けるまで減額した場合という基準をお示ししたところであるが、以下の内容を満たしていると都道府県が認めた場合は、報酬が減額する前の報酬水準を基準とした助成を行うことが可能である。
○　移行前月において事業所の責によらない事由により報酬が減額したが、休業日も開所するなど利用者の立場に立った特段の支援を行った結果、９割保障の適用を受けるまでには到らない減額幅であった場合
【照会先】


障害福祉課福祉サービス係　原･加藤


(代表)03-5253-1111


(内線)3036・3091





問　事務処理要領８の(４)において、新体系への移行前に、事業所からの申し出があり都道府県が認めた事業所の責によらない事由（災害、インフルエンザ等）により報酬が９割保障の適用を受けるまで減額した場合は、報酬が減額する前の報酬水準を基準とした助成を行うこととなっている。


　　この取扱いについては、都道府県の判断により柔軟に取り扱うことは可能か。









